
��

家事事件・少年事件の最新動向を追う
唯一の判例雑誌

月
刊行

特集 改正ＤＶ防止法の概要と実務運用
2023年 10月刊　B5判　160頁　定価 1,980円（本体 1,800円）

978-4-8178-4910-6　商品番号：31009　略号：家判

▲バックナンバーや
　目次が確認できます！その他、実務をフォローする裁判例・連載記事が充実！

【主な収録内容】

連載

◆ 大相続時代と登記実務　
第 2回　不動産の法定相続登記と遺産分割について
里村 美喜夫（司法書士）

弁護士可児　康則

内閣府男女共同参画局男女間暴力対策課
男女共同参画推進官 村上　耕司

メンタルサービスセンター代表・カウンセラー
大東文化大学講師草柳　和之

内閣府男女共同参画局男女間暴力対策課
係長　大山雄太郎

◆ 民事信託と後見制度を併用する場合の諸問題
第 3回　民事信託と任意後見の使い分け、併用例、利用における意思能力の相違
日公連民事信託研究会、日弁連信託センター

保護命令制度の拡充等による
実務の在り方・
具体的な活用場面を解説！
DV・モラハラがある場合の家事調停や、
効果的な被害者支援の工夫・留意点など
実務に役立つ内容！

ほか

細田　　隆
前・(公財 )日本調停協会連合会研修委員会
家事部会委員　
元家裁調査官 (家事調停委員 )

少年法100周年に寄せて――少年法の現在地と課題 
廣瀬　健二　早稲田大学社会安全政策研究所招聘研究員

家事関係裁判例
◆ 控訴人である子ら（長女及び二女）が、性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律に基づいて
　 女性への性別変更の審判を受けた被控訴人を「父」として提起した認知請求訴訟において、性別の変更
　 前に出生していた控訴人長女については認知請求権の行使が認められるとしたが、性別の変更後に行わ
　 れた生殖補助医療により出生した控訴人二女については認知請求権を有するものとは認められないと判断
　 した事例（東京高判令和４年８月 19 日）　
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